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2021 年 11 月 24 日 

 

投資調査第 1 部 研究主幹  馬場 高志 
 
■転出続く東京 23 区、転出に転じた大阪市、コロナ禍前に戻った名古屋市、大都市の人口移動は三者三様 

2021.4 時点のレポートでは、コロナ禍が長期化する中、大阪市および名古屋市から郊外エリアへの人口移

動の兆候をお伝えし、特に人口移動（＝引越）の際の主要な受け皿となる賃貸マンションの需要を占う材料を

提供した。本レポートでは、郊外化が先行している東京 23 区を含め、人口移動のその後の動きを紹介した

い。具体的には前回レポート同様に、総務省の「住民基本台帳人口移動報告（月次）」に基づく転入超過数

（＝転入数－転出数）と転入超過率（＝転入超過数／人口）を用い、人口移動の実態を概観した。 

はじめに、３大都市の転入超過率（国内移動のみ）について、特に地方から大都市への引越シーズン以降

となる、2021 年 5 月から最新の 2021 年９月までの動きを確認した（図表１：実数・左、前年同月差・右）。それ

によると、東京 23 区（青色）はその期間マイナス（＝転出超過）が続き、2020 年と同様の状態が続いている。

一方、大阪市（赤色）は低下トレンドにあり、９月にはマイナスに転じるなど、コロナ禍前の水準を維持していた

2020 年とは異なる様相である。また名古屋市（緑色）はもともと低水準ではあり、コロナ禍前の 2019 年および

コロナ禍前半の 2020 年とほぼ同等の水準を死守している。このように３都市・３ヶ年の人口移動の変化から

は、各都市におけるコロナ禍の影響が、異なる形で顕在化していることが伺える。 

以下では、その３都市について、足元 3 年間の各年 7～9 月期（Q3）の転入超過率を比較し、特に移動先

別内訳（寄与度）に着目することで、人口移動の要因を検討・確認した（図表２）。 

 
図表１．３都市の転入超過率の実数（左図）とその前年同月差（右図） 

 
出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告（月次）」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 
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東京 23 区の 2020 年 Q3 は、対地方（＝その他＋名古屋圏＋大阪圏）は主に雇用悪化により、また対首

都圏（１都３県）は主にテレワーク普及や所得（＝賃料負担力）の低下により、いずれも人口流入減・流出増が

進み、全体の転入超過率は前年から大幅に低下しマイナス（＝転出超過）に陥った。また足元の 2021 年は、

対地方でやや戻し対首都圏でやや拡大するも、概ね 2020 年と同程度の転出超過が続く。特に同期間の転

入超過数△12,405 人（＝転出超過数）のうち、対埼玉県△3,817 人、対神奈川県△3,794 人、対東京都市部

△2,383 人、千葉県△2,488 人と、首都圏の各エリアのウエイトが大きく、東京 23 区における住まいの郊外化

は、引き続き活発な状況と言えよう。 

一方大阪市では、感染拡大する東京圏への就職・異動等の見合わせにより、対東京圏の転入超過率は、

2019 年 Q3 のマイナスから 2020 年 Q3 はプラスに転じた。ただし足元の 2021Q3 はコロナ禍前の状況（マイ

ナス）に戻りつつある。一方、周辺の大阪府（大阪市除く）・兵庫県・京都府に対しては、2020Q3 時点はテレ

ワークの普及およびそれに伴う住まいの郊外化の動きは小さく、転入超過率はコロナ禍前とほぼ同水準を維

持した。ただしその後周回遅れでテレワーク等が進展し、2021Q3 は対大阪府（大阪市除く）でマイナスに、対

兵庫県も半減し、全体の転入超過率は大幅に低下した。大阪市での住まいの郊外化は、今まさに進みつつ

あると言える。 

最後に名古屋市では、2019 年 Q3 から 2020 年 Q3 にかけ、対東京圏および周辺部の対岐阜県・三重県

に対しては大きな変化が見られなかった。一方、愛知県（名古屋市除く）は製造業の拠点が多く、コロナ禍で

一時的に製造業が低迷し、名古屋市から愛知県（名古屋市除く）に転出する外国人および日本人男性が大

きく減少し、これが全体の転入超過率を押し上げた。ただし足元の 2021 年 Q3 では、外需の拡大に伴う製造

業の回復や、郊外で持家住宅を取得する動きが再開し、日本人を中心に対愛知県（名古屋市除く）の転入

超過率が低下し、対東京圏や対地方（その他）と同じく 2019 年水準へ回帰しつつある。名古屋市を含む愛

知県は製造業中心の産業構造のため、テレワークや所得減少の影響が限定的なことも幸いし、既に従来の

人口移動が再開しつつあると言える。 

以上の通り、住まいの郊外化が継続する東京 23 区に対し、大阪市は周回遅れで郊外化が進み、名古屋

市は郊外化の動きは限定的に留まるなど、三者三様の動きとなっている。ただし、ワクチン接種や緊急事態

宣言の解除で経済活動が本格的に再開する中、企業による新規雇用やテレワーク等の働き方の変更によっ

ては、住まい方も影響を受けるため、引き続き大都市の人口移動から目が離せない状況が続きそうである。 

 
図表２．３大都市の転入超過率の移動先別構成（寄与度） 

  
出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告（月次）」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 
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【お問い合わせ】 投資調査第 1 部 
https://www.smtri.jp/contact/form-investment/index.php 
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